
証券コード　9852
平成26年６月12日

株 主 各 位
東京都港区南青山二丁目２番３号

代表取締役社長 児 島 誠 一 郎

第66期　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第66期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、後記参考書類をご検討いただき、お手数な
がら同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご
返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月27日（金曜日）　午前10時
２．場 所 東京都港区南青山四丁目17番58号

ホテル　フロラシオン青山　２階　「芙蓉の間」
（末尾の会場ご案内図を参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第66期（平成25年4月1日から平成26年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

２．第66期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 補欠監査役２名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

各議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」に記載のとおりであります。

以　上

（お願い）
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付へご提出下さい
ますようお願い申し上げます。
　なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.chuo-bussan.co.jp）に修
正後の事項を掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況
（１） 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩

和などによって、景気は緩やかな回復基調となりました。しかしながら、

当業界におきましては、平成26年４月からの消費増税直前の駆け込み需要

はありながらも、急激な円安による原材料や燃料費の上昇に加え、消費増

税後の反動や可処分所得の減少による懸念などにより、生活用品等の日常

的な消費は依然として楽観視できない厳しい状況が続いております。

　このような状況の中、当社グループは安定的な成長を目指し、キャッシ

ュ・フロー改善を軸に「利益志向」の活動を重視してまいりました。独自

性のある付加価値を創出し続ける「ユニークな価値創出型企業グループ」

を目指して、常に消費者起点で付加価値の高い商品やサービスを提供し、

株主価値を高める高収益体質となることを目標に掲げ、当連結会計年度は

中期３ヵ年計画の初年度として、特に以下の５項目に注力してまいりまし

た。

１）キャッシュ・フロー経営の徹底

　「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより財務体質の強化を図

り、企業価値を高めるとともに株主価値を最大化させてまいりました。

２）生産性向上による収益構造の改善

　あるべき生産性の目標を明確に設定し、収益性の高い筋肉質な企業体質

を目指して更なる改善を進めてまいりました。

３）マーケティング＆セールス機能の強化

　付加価値の高い新しい中間流通業を目指し、従来のマーチャンダイジン

グ機能にマーケティング機能を付加することにより、「消費者起点」で顧

客のニーズを満たす付加価値の高い品揃えや売り場づくりなどの提案を強

化してまいりました。
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４）組織実行力の強化

　付加価値の高い商品・サービスを提供するために、マーケティング＆セ

ールス機能の実現を目指した組織体制の強化を行ってまいりました。

５）人材育成の更なる強化

　当社独自の人材育成プログラムである「ＣＢＣアカデミー」を継続し、

広い視野とビジネスセンスを持つ「志の高いプロフェッショナル集団」を

目指して、「階層別人材育成プログラム」等により、一般社員のレベルア

ップと経営幹部の育成を行ってまいりました。

　当連結会計年度より、経営環境の変化に鑑み経営数値をより適切に把握

して、さらに付加価値の高いサービスを提供することを目的に、会計方針

の変更を行っております。具体的な内容は連結注記表「３.会計方針の変

更」に記載しております。

　以上の結果、連結子会社６社を含めた連結の当期の売上高は1,366億８千

３百万円（前期比76億２百万円の増加）、営業利益は12億５千８百万円（前

期比２億３千５百万円の減少）、経常利益は12億６千６百万円（前期比２

億２千８百万円の減少）、当期純利益は８億５千９百万円（前期比５千８

百万円の減少）となりました。

　セグメント別の売上高におきましては、日用雑貨事業が1,347億９百万円

（前期比75億４千６百万円の増加）、物流受託事業が17億６千万円（前期

比５千万円の増加）、不動産賃貸業が２億１千２百万円（前期比５百万円

の増加）となり、セグメント利益では、日用雑貨事業が10億４千５百万円

（前期比２億３千９百万円の減少）、物流受託事業が２億１千７百万円（前

期比１千８百万円の減少）、不動産賃貸業が１億２百万円（前期比０百万

円の増加）となりました。

　当社単独の業績におきましては、売上高は1,150億８千４百万円（前期比

74億３千万円の増加）、営業利益は９億７千１百万円（前期比５千９百万

円の増加）、経常利益は10億３千２百万円（前期比５千２百万円の増加）、

当期純利益は７億３千万円（前期比９千万円の増加）となりました。
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企業集団の事業別売上高 （単位：百万円）

項 目
第65期

第66期
 （当連結会計年度） 増減金額

(△印減)
前連結会
計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％ ％

日 用 雑 貨 事 業 127,163 98.5 134,709 98.5 7,546 105.9

物 流 受 託 事 業 1,710 1.3 1,760 1.3 50 102.9

不 動 産 賃 貸 業 206 0.2 212 0.2 5 102.8

計 129,080 100.0 136,683 100.0 7,602 105.8

消 去 又 は 全 社 － － － － － －

連 結 合 計 129,080 100.0 136,683 100.0 7,602 105.8

　　②　設備投資の状況

１）当連結会計年度中に完成した主要設備

　該当事項はありません。

２）当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度においては、該当事項はありません。

④　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況

　当連結会計年度においては、該当事項はありません。

（２） 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移　　　　　　　（単位：百万円）

区 分
第63期

(22/4～23/3)
第64期

(23/4～24/3)
第65期

(24/4～25/3)

第66期
(当連結会計年度)
(25/4～26/3)

売 上 高 130,644 129,357 129,080 136,683

経 常 利 益 1,544 1,608 1,495 1,266

当 期 純 利 益 673 865 917 859

１株当たり当期純利益 61円27銭 78円73銭 83円51銭 78円24銭

総 資 産 額 42,840 43,313 43,420 45,244

純 資 産 額 13,732 14,635 15,663 16,454

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,249円33銭 1,331円48銭 1,425円49銭 1,498円15銭

（注） １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。なお、期中平均発

行済株式総数は、期中平均自己株式数を控除した株式数により算出しております。

当連結会計年度より、経営環境の変化に鑑み経営数値をより適切に把握して、さらに付加価値の

高いサービスを提供する事を目的に、会計方針の変更を行っております。具体的な内容は連結注記

表「３.会計方針の変更」に記載しております。これにともない前連結会計年度の数値は遡及修正

を反映したものとなっております。
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②　当社の財産及び損益の状況の推移　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区 分
第63期

(22/4～23/3)
第64期

(23/4～24/3)
第65期

(24/4～25/3)

第66期
(当事業年度)

(25/4～26/3)

売 上 高 107,135 107,703 107,653 115,084

経 常 利 益 808 919 979 1,032

当 期 純 利 益 307 501 640 730

１株当たり当期純利益 28円01銭 45円63銭 58円26銭 66円48銭

総 資 産 額 37,057 37,519 37,880 39,426

純 資 産 額 11,868 12,407 13,157 13,814

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,079円76銭 1,128円79銭 1,197円40銭 1,257円80銭

（注） １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。なお、期中平均発

行済株式総数は、期中平均自己株式数を控除した株式数により算出しております。

当事業年度より、経営環境の変化に鑑み経営数値をより適切に把握して、さらに付加価値の高い

サービスを提供する事を目的に、会計方針の変更を行っております。具体的な内容は個別注記表

「３.会計方針の変更」に記載しております。これにともない前事業年度の数値は遡及修正を反映

したものとなっております。

（３） 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の議
決権比率

主 要 な 事 業 内 容 決 算 日

百万円 ％

㈱ シ ー ビ ッ ク 80 100.0
化粧品・医薬品等の輸入・
販売

３月31日

㈱ＣＢフィールド・
イ ノ ベ ー シ ョ ン

60 100.0 小売業販売支援 ３月31日

㈱ エ ナ ス 10 100.0 商品開発、仕入・販売 ３月31日

㈱ カ ル タ ス 40 100.0
紙製品等日用雑貨品の仕
入・販売

３月31日

㈲ マ ミ ロ ン 3 100.0 紙製品卸事業の業務受託 ３月31日

㈱ ｅ － N O V A T I V E 10 100.0
インターネットを利用した
通信販売業及び各種情報提
供サービス

３月31日

（注）有限会社マミロンの株式は、株式会社カルタスを通じての間接所有となっております。
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（４） 対処すべき課題

　平成27年３月期は中期３ヶ年計画の２年目として、特に以下の５項目に注

力いたします。

①　差別化の強化

　当社は、より付加価値の高い新しい中間流通業「価値創出型マーケテ

ィング＆セールス・カンパニー」を目指して、強化してきたマーチャン

ダイジング機能にマーケティング機能を加えて、お取引先様のニーズを

満たす消費者起点での最適な品揃えや売場づくりをより一層強化してま

いります。

　②　地域卸事業の強化

　当社は、中間流通機能である、効率的・効果的なサプライチェーンの

全体最適の仕組みや幅広い品揃え・最新の商品情報(売れ筋・販促企画)

などを活用して、地域卸売業者様のニーズを満たす取り組みを広域に推

進してまいります。

　③　生産性向上とコスト構造改革の推進

　当社は、あるべき目標数値を設定して、業界トップクラスの生産性の

実現と経営の安全性や安定性をより強固とするために損益分岐点率の改

善を目的としたコスト構造改革を推進し続けます。

　④　キャッシュ・フロー経営の徹底

　当社は、「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより、利益志

向の浸透や財務体質の強化などを図り、企業価値とともに株主価値を最

大化させてまいります。

　⑤　人材育成の更なる強化

　企業理念を中核におき、全社員が常に自己変革により成長し、広い視

野とビジネスセンスを持つ「志の高いプロフェッショナル集団」を目指

しております。

　当社は、独自の人材育成プログラムである「ＣＢＣアカデミー」を継

続し、「階層別人材育成プログラム」等により、一般社員のレベルアッ

プと経営幹部の育成を行ってまいります。
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（５） 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

　当社企業集団は、子会社６社を含む７社で構成されております。ＣＢＣグ

ループは独自性のある付加価値を創出し続ける「価値創出型企業グループ」

を目指しております。常に消費者の立場で本質的に価値ある商品とサービス

を提供し、ヘルス＆ビューティーの分野において消費者に快適な生活を営ん

でいただくための、お手伝いをすることを使命に事業活動を展開しておりま

す。

　当社は、化粧品・日用雑貨・医療衛生用品などの生活関連用品を、主に国

内のメーカーから仕入れて、首都圏を中心に関西および東海地区の量販店・

百貨店・有力卸店・専門店などへの卸売を業務としている日用雑貨事業です。

　㈱シービックは、国内生産及び海外から商品を輸入・加工して、主に国内

卸売業者に販売するメーカー事業を営んでおります。

　㈱ＣＢフィールド・イノベーションは、小売店の店頭を活性化させるフィ

ールドマーチャンダイジング請負事業を展開しております。

　㈱カルタスは、首都圏を中心に紙製品を主とした日用雑貨品を仕入れ・販

売する卸売を事業としております。

　㈱ｅ－ＮＯＶＡＴＩＶＥは、主に日用雑貨品を仕入れ・販売する通信販売

事業を展開しております。
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（６） 主要な事業所（平成26年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地

本 社 東京都港区

埼 玉 ア ネ ッ ク ス 埼玉県越谷市

神 奈 川 ア ネ ッ ク ス 神奈川県伊勢原市

静 岡 支 店 静岡県静岡市駿河区

名 古 屋 支 店 愛知県春日井市

大 阪 支 店 大阪府東大阪市

広 島 営 業 所 広島県広島市中区

福 岡 営 業 所 福岡県福岡市博多区

久 喜 ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ ー 埼玉県久喜市

白 岡 ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ ー 埼玉県南埼玉郡

越 谷 ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ ー 埼玉県越谷市

伊勢原ロジスティクスセンター 神奈川県伊勢原市

つくばロジスティクスセンター 茨城県稲敷郡

静 岡 ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ ー 静岡県静岡市駿河区

東大阪ロジスティクスセンター 大阪府東大阪市

茨 木 ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ ー 大阪府茨木市
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　　②　子会社

㈱シービック

本 社 東京都港区

札 幌 営 業 所 北海道札幌市東区

仙 台 営 業 所 宮城県仙台市青葉区

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市千種区

大 阪 営 業 所 大阪府吹田市

福 岡 営 業 所 福岡県福岡市博多区

㈱ＣＢフィールド・イノベーション
本 社 東京都港区

静 岡 営 業 所 静岡県静岡市駿河区

㈱エナス 本 社 東京都港区

㈱カルタス

本 社 東京都中央区

東 京 支 店 東京都中央区

埼 玉 支 店 埼玉県所沢市

千 葉 支 店 千葉県船橋市

神 奈 川 支 店 神奈川県横浜市都筑区

特 販 部 埼玉県八潮市

大田物流センター 東京都大田区

川越物流センター 埼玉県川越市

所沢物流センター 埼玉県所沢市

八潮物流センター 埼玉県八潮市

白井物流センター 千葉県白井市

船橋物流センター 千葉県船橋市

横浜物流センター 神奈川県横浜市都筑区

厚木物流センター 神奈川県厚木市

茨城物流センター 茨城県水戸市

静岡物流センター 静岡県沼津市

㈲マミロン 本 社 東京都中央区

㈱ｅ－ＮＯＶＡＴＩＶＥ 本 社 東京都港区
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（７） 従業員の状況（平成26年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従 業 員 数
前 連 結 会 計 年 度
末 比 増 減

日用雑貨事業 559（330）名 34（61）名

物流受託事業 80（781）名 2（△20）名

不動産賃貸業 －（－）名 －（－）名

全社（共通） 56（7）名 0（△1）名

合　　計 695（1,118）名 36（40）名

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部

門に所属しているものであります。

　　②　当社の従業員の状況

当 期 末 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

393名 ５名減 46.4歳 14.2年

（注）従業員数には、子会社出向社員（82名）及びパートタイマー（822名）は含んでおりません。

セグメントの名称 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

日用雑貨事業 257（34）名 △7（0）名

物流受託事業 80（781）名 2（△20）名

不動産賃貸業 －（－）名 －（－）名

全社（共通） 56（7）名 0（△1）名

合　　計 393（822）名 △5（△21）名

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部

門に所属しているものであります。
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（８） 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,700百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,700百万円

㈱ み ず ほ 銀 行 1,700百万円

㈱ 横 浜 銀 行 1,310百万円

㈱ 八 十 二 銀 行 1,000百万円

㈱ 千 葉 銀 行 900百万円

（９） その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

（１） 株式に関する事項（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 49,000,000株

②　発行済株式の総数 12,309,244株

③　株主数 799名

④　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

セ ン ト ラ ル 商 事 ㈱ 1,595千株 14.53％

中 央 物 産 共 栄 会 1,077千株 9.81％

中 央 物 産 従 業 員 持 株 会 587千株 5.35％

丸 山 源 一 578千株 5.27％

丸 山 　 啓 463千株 4.22％

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ フ レ ン ド 証 券 ㈱ 448千株 4.08％

児 　 島 　 な お み 355千株 3.24％

㈱ 東 京 タ キ タ 328千株 2.99％

丸 　 山 　 晋 一 郎 318千株 2.90％

㈱ 三 井 住 友 銀 行 303千株 2.76％

 (注) １．当社は､ 自己株式を1,325,928株保有しておりますが､ 上記大株主からは除外してお

ります。

　　　２．上記持株比率は、自己株式数（1,325,928株）を控除して計算しております。

（２） 新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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（３） 会社役員に関する事項

①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 丸 山 源 一 ㈱シービック取締役会長

代表取締役社長 児　島　誠一郎
社長執行役員、㈱シービック代表取締役社長、㈱エ
ナス代表取締役社長

専 務 取 締 役 原 　 幸 男
専務執行役員（管理本部長、経営戦略室長）、㈱エ
ナス取締役、㈱ＣＢフィールド・イノベーション取
締役、㈱シービック監査役

専 務 取 締 役 尾 田 寛 仁 専務執行役員（物流本部長、Ｍ＆Ｓ総括室長）

取 締 役 提 坂 直 弘

常務執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部長、Ｍ＆Ｓ第一本部
第二営業本部長）（広域一部、広域二部、広域三部、
広域四部、関西支店、ダイレクトマーケティング営
業部管掌）、㈱e－ＮＯＶＡＴＩＶＥ取締役、㈱ＣＢ
フィールド・イノベーション取締役

取 締 役 永　田　光市郎 執行役員（Ｍ＆Ｓ第二本部長）

取 締 役 松 島 淑 雄 執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部ＭＤ本部長）

取 締 役 加 藤 雅 之
執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部第一営業本部長）（関東
一部、関東二部、関東三部、広域五部、静岡支店、
名古屋支店管掌）

取 締 役 清 水 大 雄
㈱価値創造マネジメント研究所代表取締役社長、エ
ーオンヒューイットジャパン㈱シニアコンサルタン
ト

常 勤 監 査 役 永 井 幸 雄

常 勤 監 査 役 宮 腰 守 也

監 査 役 臼 井 義 眞 臼井総合法律事務所代表弁護士

監 査 役 椙 山 　 智
Ｄ．グラント・コンサルティング㈱代表取締役パー
トナー

（注）１．取締役　清水大雄は社外取締役であります。

２．監査役　臼井義眞、椙山　智は社外監査役であります。また、当社は、両氏のうち臼
井義眞を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。

３．常勤監査役　永井幸雄、宮腰守也は当社経理担当役員を経験しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．平成25年６月27日開催の第65期定時株主総会において、新たに永田光市郎は取締役に
選任され就任いたしました。

５．専務取締役　小澤　茂は、平成25年９月30日をもって辞任により退任いたしました。
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６．平成25年４月１日付で、取締役の担当を次のとおり変更いたしました。

氏　名 新 旧

専務取締役 尾 田 寛 仁
専務執行役員（物流本部長、Ｍ
＆Ｓ総括室長）

専務執行役員（物流本部長）

専務取締役 小 澤 　 茂
専務執行役員（Ｍ＆Ｓ本部長、
第一営業本部長）
㈱カルタス代表取締役会長

専務執行役員（営業本部長）
㈱カルタス代表取締役会長

取 締 役 松 島 淑 雄
執行役員（Ｍ＆Ｓ本部ＭＤ本部
長）

執行役員（営業本部副本部長、
営業本部Ｍ＆Ｓ総括部長、ＭＤ
部長）

取 締 役 提 坂 直 弘

執行役員（Ｍ＆Ｓ本部第二営業
本部長、広域二部長）（広域五
部、ダイレクトマーケティング
営業部管掌）

執行役員（営業本部副本部長、
営業本部広域第二総括部長、広
域二部長）

取 締 役 加 藤 雅 之

執行役員（Ｍ＆Ｓ本部第一営業
本部副本部長、Ｍ＆Ｓ総括室副
室長）（関東一部、関東二部、
関東三部管掌）

執行役員（営業本部副本部長、
東日本支社長）

７．平成25年10月１日付で、取締役の担当を次のとおり変更いたしました。

氏　名 新 旧

取 締 役 提 坂 直 弘

常務執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部
長、Ｍ＆Ｓ第一本部第二営業本
部長）（広域一部、広域二部、
広域三部、広域四部、関西支店、
ダイレクトマーケティング営業
部管掌）

執行役員（Ｍ＆Ｓ本部第二営業
本部長、広域二部長）（広域五
部、ダイレクトマーケティング
営業部管掌）

取 締 役 加 藤 雅 之

執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部第一
営業本部長）（関東一部、関東
二部、関東三部、広域五部、静
岡支店、名古屋支店管掌）

執行役員（Ｍ＆Ｓ本部第一営業
本部副本部長、Ｍ＆Ｓ統括室副
室長）（関東一部、関東二部、
関東三部管掌）

取 締 役 松 島 淑 雄
執行役員（Ｍ＆Ｓ第一本部ＭＤ
本部長）

執行役員（Ｍ＆Ｓ本部ＭＤ本部
長）

取 締 役 永田光市郎 執行役員（Ｍ＆Ｓ第二本部長）
執行役員（Ｍ＆Ｓ本部第三営業
本部長）
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②　取締役以外の執行役員の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 増 田 　 滋
Ｍ＆Ｓ第一本部第一営業本部副本部長（静岡支
店、名古屋支店管掌）

執 行 役 員 大 和 利 幸
Ｍ＆Ｓ第一本部第二営業本部副本部長（広域一部
管掌）

執 行 役 員 春 原 和 夫
内部監査室長、㈱エナス監査役、㈱カルタス監査
役、㈱e－ＮＯＶＡＴＩＶＥ監査役

執 行 役 員 三 好 賢 二
Ｍ＆Ｓ第一本部第二営業本部副本部長、広域四部
長（関西支店管掌）

執 行 役 員 翁 川 順 治 管理本部人事部長

③　取締役及び監査役の報酬等

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 10名 163百万円

監 査 役 4名 28百万円

う ち 社 外 役 員 3名 19百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　２．取締役の報酬限度額は、平成10年６月26日開催の第50期定時株主総会において、年額

300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
　　　３．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第46期定時株主総会において、年額

50百万円以内と決議いただいております。
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④　社外役員に関する事項

１）他の会社との兼任状況及び当社と当該他の会社との関係

ａ．取締役　清水大雄は、㈱価値創造マネジメント研究所代表取締役社

長、エーオンヒューイットジャパン㈱シニアコンサルタントを兼務し

ております。

ｂ．監査役　臼井義眞は、臼井総合法律事務所代表弁護士を兼務してお

ります。

ｃ．監査役　椙山　智は、Ｄ．グラント・コンサルティング㈱代表取締

役パートナーを兼務しております。なお、当社とＤ．グラント・コン

サルティング㈱との間にはコンサルティング業務委託の取引関係があ

ります。

２）当事業年度における主な活動状況

ａ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（7回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 清 水 大 雄 7回 100％ ― ―

監 査 役 臼 井 義 眞 5回 71％ 12回 100％

監 査 役 椙 山 　 智 6回 86％ 10回 83％

ｂ．取締役会及び監査役会における発言状況

　取締役　清水大雄は、企業の人事・組織コンサルティングの豊富な

経験と見識を踏まえ、客観的立場から、決議事項及び報告事項の趣旨、

内容等に関する質問、意見を適宜行っております。

　監査役として取締役の業務執行状況を監視するという立場から、監

査役　臼井義眞は、主に弁護士としての専門的見地から、監査役　椙

山　智は、主に、中長期経営計画の策定についての、意見、確認等、

取締役会において、それぞれ、意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための助言・提言を行っております。

　また、監査役会においては、それぞれ議案審議等に必要な発言を適

宜行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役１名及び社外監査役２名は、会社法第427条第１項

の規定による責任限定契約を法令の定める額を限度として、責任を限

定する契約を締結しております。
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（４） 会計監査人に関する事項

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と

することといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。
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（５） 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

　取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制の整備について、次のとお

り決定し、実施しております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　１）当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役を

コンプライアンス委員長とするコンプライアンス委員会を設置してい

る。

　２）コンプライアンス推進については、「ＣＢＣグループコンプライアン

スマニュアル」に則り、取締役及び使用人等がそれぞれの立場でコン

プライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、コン

プライアンス委員会が啓蒙活動を通じ指導している。

　３）内部監査室は、コンプライアンス委員会と連携してコンプライアンス

の状況を監査し、定期的に取締役会及び監査役会に報告している。

　４）当社は、相談、通報体制を設け、取締役及び使用人等が社内において

コンプライアンス違反行為が行われ、又は行われようとしていること

に気がついた時は、速やかにコンプライアンス委員会に直接通報しな

ければならないと定めている。会社は通報内容を秘守し、通報者に対

して不利益な扱いを行わない。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の整備と実

施

　　　１）代表取締役は、情報の保存及び管理についての、総括責任者に管理本

部担当取締役を任命している。

　　　２）任命された総括責任者は、職務執行・意思決定にかかる情報を、文書

又は電磁的媒体に記録し文書管理規程に従い保存・管理している。

　　　３）総括責任者は保存した文書をいつでも閲覧可能な状態に維持している。

　　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　１）代表取締役は、リスク管理に関する総括責任者に管理本部担当取締役

を任命している。

　　　２）任命された総括責任者は、各部門の担当取締役とともに、各部門ごと

のリスクを体系的に管理するため、「経理規程」、「与信限度管理規

程」、「売掛金管理規程」等に加え「リスク管理規程」を制定してい

る。

　　　３）各部門においては、関連規程に基づきマニュアルを作成し、リスク管

理体制を確立し、組織横断的リスク状況の監視及び全体的対策はコン

プライアンス委員会が行うものとしている。
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４）新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに担当取締

役を定め対応することとしている。

　　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　１）代表取締役は中期経営計画及び年次経営計画に基づいた各部門の目標

に対し、職務執行が効率的に行われるよう監督している。

　　　２）各部門担当取締役は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的

な施策及び効率的な業務遂行体制を決定し、実施している。

　　　３）代表取締役はその遂行状況を各部門担当取締役に取締役会において定

期的に報告させ、施策及び効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分

析とその改善を促すことを内容とする、全体的な業務の効率化を実現

することに傾注している。

　　⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

１）当社は、当社企業グループ各社に担当取締役を任命し、法令遵守体制、

リスク管理体制を構築する権限と責任を与え、コンプライアンス委員

会がグループ全体のコンプライアンスを総括・推進する体制としてい

る。

　　　２）グループ共通の「コンプライアンスマニュアル」の遵守を推進すると

ともに相談・通報体制をグループ全体に拡げている。

　　　３）関連子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の

定期的な報告と重要案件について協議を行っている。

　　⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

　　　１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役会は監査役と協議の上、補助すべき使用人として必要な人員を配置

することとしている。

　　　２）補助すべき使用人は監査役より監査業務に必要な命令を受けたことに

関して、取締役、管理本部などの指揮命令を受けないものとしている。

また、当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会

の事前の同意を得るものとしている。
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　　⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　　　１）取締役及び使用人は、次の事項が生じた場合、速やかに監査役に報告

することとしている。

          ・会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあると

き

          ・取締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見したとき

          ・監査役会が報告を要すると定めた事項が生じたとき

　　　２）コンプライアンス委員会及び内部監査室は、コンプライアンス委員会

への通報状況及びその内容、内部監査の実施状況を速やかに監査役に

報告することとしている。

　　　３）部門を統括する取締役は、監査役会と協議の上、定期的又は必要に応

じて担当する部門のリスク管理体制について報告することとしている。

　　⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　１）代表取締役と監査役は定期的な意見交換会を開催し、監査部門との連

携により、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図っている。

　　　２）監査役は取締役及び使用人に対し、必要に応じ資料の提示を求めるこ

とができる。

　　　３）監査役が必要と認めた場合、弁護士、公認会計士等外部専門家を活用

できることとしている。

　　⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　　　　当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対して断固とし

た姿勢で臨み、こうした団体から不当な要求を受けた場合には、これに屈

することなく毅然とした態度で対応し、これらによるアプローチを多方面

から防止し、健全で公正な経営・事業を永続していくことを基本的な考え

方としている。

　　　　また、当社では、｢コンプライアンス規程」及び｢コンプライアンスマニ

ュアル」の中に反社会的勢力に対する対応を定め、これらをすべての従業

員に涵養・浸透させるために、定期的に教育活動を実施している。具体的

な対応については、主管である総務部に担当者を組織、警察関連機関や顧

問弁護士などとの連携を強化し、事前情報を収集して未然に当該勢力の浸

入を防ぐとともに、万一の場合に備えて適切な対応が可能となる体制を整

備している。
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　　⑩　その他の内部統制システムの体制の構築・整備に係る方針

　　　　「財務報告に係る内部統制評価のための体制」など、本基本方針で特別

に言及されていないその他の内部統制システムの体制に係る構築や運用に

ついては、本基本方針の考え方に基づき構築・運用している。

　　　　また、現時点で想定されていないリスク管理の対応体制についても、本

基本方針に基づき構築・運用することとする。

（６） 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、常に経営基盤の強化及び将来の事業展開に備えるために内部留保

につとめると同時に、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策のひと

つとして位置づけ、業績に応じた配当を安定的かつ継続的に行うことを基本

方針としてまいりました。

この度、会社法第459条第１項に基づく剰余金の配当等を取締役会の決議

により行う旨の定款の定めにより、当社は平成26年５月27日開催の取締役会

におきまして、当社普通株式１株につき12円の配当を実施させていただくこ

とを決議いたしました。

（注）１．当事業報告中に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．当事業報告中に記載の金額には、消費税は含まれておりません。
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連結貸借対照表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

32,521

361

21,416

6,757

354

121

191

2,381

945

△8

12,722

8,661

3,564

4,920

176

220

220

3,840

2,150

2

1,734

△47

流 動 負 債 26,682

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 13,651

短 期 借 入 金 9,910

未 払 法 人 税 等 195

未 払 事 業 所 税 26

賞 与 引 当 金 333

役 員 賞 与 引 当 金 26

返 品 調 整 引 当 金 49

そ の 他 2,490

固 定 負 債 2,106

繰 延 税 金 負 債 689

退 職 給 付 に 係 る 負 債 193

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 490

資 産 除 去 債 務 452

そ の 他 279

負 債 合 計 28,789

純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,977

資 本 金 1,608

資 本 剰 余 金 1,321

利 益 剰 余 金 13,385

自 己 株 式 △336

その他の包括利益累計額 476

その他有価証券評価差額金 476

退職給付に係る調整累計額 0

純 資 産 合 計 16,454

資 産 合 計 45,244 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,244

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 136,683

売 上 原 価 121,734

売 上 総 利 益 14,948

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 36

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 49

差 引 売 上 総 利 益 14,935

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,677

営 業 利 益 1,258

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13

受 取 配 当 金 39

保 険 解 約 返 戻 金 24

そ の 他 31 109

営 業 外 費 用

支 払 利 息 77

そ の 他 23 100

経 常 利 益 1,266

特 別 利 益

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 9 9

特 別 損 失

減 損 損 失 50 50

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,226

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 400

法 人 税 等 調 整 額 △33 366

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 859

少 数 株 主 利 益 －

当 期 純 利 益 859

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,608 1,321 12,641 △334 15,236

会計方針の変更による累積的
影 響 額

16 16

遡 及 処 理 後 当 期 首 残 高 1,608 1,321 12,657 △334 15,252

剰 余 金 の 配 当 △131 △131

当 期 純 利 益 859 859

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 727 △2 725

平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,608 1,321 13,385 △336 15,977

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 411 － 411 15,647

会計方針の変更による累積的
影 響 額

16

遡 及 処 理 後 当 期 首 残 高 411 － 411 15,663

剰 余 金 の 配 当 △131

当 期 純 利 益 859

自 己 株 式 の 取 得 △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

65 0 65 65

連結会計年度中の変動額合計 65 0 65 791

平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 476 0 476 16,454

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　６社　（国内）　　　株式会社シービック

株式会社ＣＢフィールド・イノベーション

株式会社エナス

株式会社カルタス

有限会社マミロン

株式会社ｅ－ＮＯＶＡＴＩＶＥ

（２）持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

　株式会社ビーオーエス

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない関連会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（３）連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（４）重要な会計方針

① 資産の評価基準及び評価方法

　１）有価証券

　その他有価証券　　　　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　２）デリバティブ　　　　　　　　　　時価法

　３）たな卸資産　　　　　　　　　　　主として、総平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によっております。
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② 固定資産の減価償却の方法

　１）有形固定資産及び投資不動産

　（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を含む）は定額法、建物以外

については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　３～50年

その他　　　　　２～20年

取得価額10万円以上20万円未満の償却資産につい

ては、３年間均等償却によっております。

　２）無形固定資産　　　　　　　　　　定額法を採用しております。

　（リース資産を除く）　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

　３）リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する定額法によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

③ 引当金の計上基準

　１）貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

　２）賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準

により計上しております。

　３）役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に

より計上しております。

　４）返品調整引当金　　　　　　　　　販売済商品について期末日後に発生が予想される

返品に備えるため、返品見込額に対し、これの売

上総利益相当額までの引当計上を行っております。

　５）役員退職慰労引当金　　　　　　　当社及び主要な連結子会社の役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

なお、一部の連結子会社は計上しておりません。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法

　１） 退職給付見込額の期間帰属方法

　２） 数理計算上の差異及び過去勤務

　　　 費用の費用処理方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

　　⑤ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

⑥ 消費税等の処理方法　　　　　　　　 税抜方式によっております。

⑦ 連結納税制度の適用　　　　　　　　 連結納税制度を適用しております。

３．会計方針の変更

(仕入割引及び売上割引に関する会計方針の変更)

前期まで商品の仕入代金現金決済時に受け取る仕入代金の割引については、営業外収益の仕

入割引として、商品の販売代金現金決済時に支払う売上代金の割引については営業外費用の売

上割引として処理しておりましたが、当連結会計年度より、仕入割引は仕入控除項目として売

上原価に含めて処理する方法に、売上割引は売上高控除項目として処理する方法に変更いたし

ました。

当社グループは、中間流通という立場で適正な流通価格の形成への貢献を求められており、

より一層の採算管理を顧客別に徹底する為に、平成25年４月からは適切な売上高及び売上原価

を捉えて顧客別採算管理に反映した上で、顧客との取引条件の決定に利用することとなりまし

た。当該会計方針の変更はこれを契機に、従来仕入割引としていた金額を仕入価額の控除項目

として、売上割引としていた金額を売上高の控除項目として処理することで、経営環境の変化

と取引実態に即したより適正な経営成績を表示する為に行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は当連結会計年度の期

首の純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、連結株主資本等変動計算書の利益剰

余金の遡及適用後の期首残高は16百万円増加しております。
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(納品手数料に関する会計方針の変更)

前期まで顧客が運営する物流センターを当社が利用する場合の使用料については、販売費及

び一般管理費の納品手数料として処理しておりましたが、当連結会計年度より、売上高から控

除する方法に変更いたしました。

広域量販業者が全国に物流センターを有して生産から販売までの物流全体に関与する傾向が

強まる中で、当社グループの機能は、中間流通という立場で物流全体を最適化する為に多様化・

複雑化し、従来の店舗納品に加えて物流センターへの納品も恒常化していることから経営管理

方法の見直しを実施し、平成25年４月からは適切な販売価額を捉えて、顧客との取引条件の決

定に利用することとなりました。当該会計方針の変更はこれを契機に、従来販売費及び一般管

理費の納品手数料としていた金額を売上控除項目として処理することで、経営環境の変化と取

引実態に即したより適正な経営成績を表示する為に行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用されておりますが、当連結会計年度の期首の純資産への影響

はありません。

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」　(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針

第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。)を当連結会計年度末より適用

し(ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを

除く。)、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方

法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し

ております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が193百万円計上されるととも

に、その他の包括利益累計額が０百万円増加しております。

４．追加情報

一部の連結子会社が加入する厚生年金基金は、特例解散制度を利用した基金解散に向け、基

金内及び行政との間で協議を進めています。この基金が解散に至った場合の当社グループへの

損益影響額を合理的に算定することはできません。
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５．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物 1,440百万円

土地 893百万円

投資有価証券 131百万円

合計 2,466百万円

担保に係る債務

買掛金 1,052百万円

短期借入金 6,710百万円

合計 7,762百万円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 4,791百万円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式に関する事項

当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当 連 結 会 計

年度末株式数

普 通 株 式 （ 株 ） 12,309,244 － － 12,309,244

（２）自己株式に関する事項

当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当 連 結 会 計

年度末株式数

普 通 株 式 （ 株 ） 1,321,094 4,834 － 1,325,928

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　4,834株

（３）配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 )
基 準 日 効力発生日

平成25年５月14日

取締役会
普通株式 131 12.00

平成25年

３月31日

平成25年

６月28日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日

効力発生日

（予定）

平成26年５月27日

取締役会
普通株式 利益剰余金 131 12.00

平成26年

３月31日

平成26年

６月30日

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に日用雑貨事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金

（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、

また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有

価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主

に設備投資に必要な資金や短期的な運転資金の調達を目的としたものであり、償還日は決

算日後１年以内であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

 １）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各営業部門と経理部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとの期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期発見や軽減を図っております。連結子会社に

おいても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。また、内部監

査室において、それらの債権管理が滞りなく行われているかの監視を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産

の貸借対照表額により表されております。

 ２）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状態を

把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、契約毎にグループ戦略会議による承認を得て実行してお

ります。

 ３）資金調達に係わる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

 　　の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新すること

により、手元流動性リスクを管理しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　（２）金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれていません。

((注)２参照)

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額（*）
時価（*） 差額

（１）現金及び預金 361 361 －

（２）受取手形及び売掛金 21,416 21,416 －

（３）未収入金 2,381 2,381 －

（４）投資有価証券

  　　その他有価証券 2,115 2,115
－

（５）支払手形及び買掛金 (13,651) (13,651) －

（６）短期借入金 (9,910) (9,910) －

（７）未払法人税等 (195) (195) －

　* 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　（注）１．金融商品の時価に算定方法並びに有価証券に関する事項

　　　　　 （１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、及び（３）未収入金

　　　　　　これらは短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　　　　　 （４）投資有価証券　その他有価証券

　　　　　　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　　　 （５）支払手形及び買掛金、（６）短期借入金、及び（７）未払法人税等

　　　　　　これらは短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
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２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 35

上記については､ 市場価額がなく､ 時価を把握することが極めて困難と認められるため､ 

「（４）投資有価証券　その他有価証券」には含めていません。

３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円）

１年以内

現金及び預金

受取手形及び売掛金

未収入金

361

21,416

2,381

合計 24,159

８．賃貸等不動産に関する注記

　（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、東京都その他の地域において、オフィスビルと倉庫等を有しておりま

す。

　（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

1,655 1,620

　 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

２．当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定業者に価格等調査

業務を依頼した金額によるものです。

９．１株当たり情報に関する注記

　（１）１株当たり純資産額 1,498円15銭

　（２）１株当たり当期純利益金額 78円24銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．その他の注記

　該当事項はありません。

（注）連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結注記表に記載

の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

立 替 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 差 入 保 証 金

役 員 生 命 保 険 払 込 金

敷 金 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

26,703

62

117

17,252

5,097

561

107

133

97

1,207

2,058

11

△4

12,722

8,418

3,420

25

65

0

72

4,828

6

153

86

28

37

4,150

2,100

421

0

706

315

604

46

△44

流 動 負 債 23,699

支 払 手 形 885

買 掛 金 10,307

短 期 借 入 金 10,164

リ ー ス 債 務 22

未 払 金 506

未 払 費 用 1,162

未 払 法 人 税 等 190

未 払 事 業 所 税 21

未 払 消 費 税 等 22

前 受 金 16

預 り 金 121

賞 与 引 当 金 238

役 員 賞 与 引 当 金 26

返 品 調 整 引 当 金 13

固 定 負 債 1,911

長 期 未 払 金 4

リ ー ス 債 務 4

預 り 保 証 金 255

退 職 給 付 引 当 金 70

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 453

繰 延 税 金 負 債 684

資 産 除 去 債 務 438

負 債 合 計 25,611

純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,334

資 本 金 1,608

資 本 剰 余 金 1,321

 資 本 準 備 金 1,321

　その他資本剰余金 0

利 益 剰 余 金 10,742

 利 益 準 備 金 212

　その他利益剰余金 10,529

土地建物圧縮積立金 992

　 別 途 積 立 金 2,525

　 繰越利益剰余金 7,011

自 己 株 式 △336

評価・換算差額等 479

その他有価証券評価差額金 479

純 資 産 合 計 13,814

資 産 合 計 39,426 負 債 ・ 純 資 産 合 計 39,426

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

商 品 売 上 113,064

収 入 手 数 料 1,807

賃 貸 収 入 212 115,084

売 上 原 価

商 品 売 上 原 価 103,314

収 入 手 数 料 原 価 1,268

賃 貸 収 入 原 価 96 104,679

売 上 総 利 益 10,405

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 12

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 13

差 引 売 上 総 利 益 10,404

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,432

営 業 利 益 971

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11

受 取 配 当 金 93

賃 貸 収 入 25

そ の 他 21 152

営 業 外 費 用

支 払 利 息 80

そ の 他 11 92

経 常 利 益 1,032

特 別 利 益

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 9 9

特 別 損 失

減 損 損 失 50 50

税 引 前 当 期 純 利 益 991

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 340

法 人 税 等 調 整 額 △79 261

当 期 純 利 益 730

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計土地建物圧

縮 積 立 金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成25年３月31日
残 高

1,608 1,321 0 1,321 212 1,003 2,525 6,385 10,127 △334 12,722

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

16 16 16

遡及処理後当期首残高 1,608 1,321 0 1,321 212 1,003 2,525 6,401 10,143 △334 12,738

事 業 年 度 中 の
変 動 額

剰余金の配当 △131 △131 △131

当 期 純 利 益 730 730 730

土地建物圧縮積
立 金 の 取 崩

△11 11 － －

自己株式の取得 － △2 △2

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － － － － △11 － 609 598 △2 596

平成26年３月31日
残 高

1,608 1,321 0 1,321 212 992 2,525 7,011 10,742 △336 13,334

評価・換算差額等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成25年３月31日
残 高

418 418 13,140

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響

16

遡及処理後当期首残高 418 418 13,157

事 業 年 度 中 の
変 動 額

剰余金の配当 △131

当 期 純 利 益 730

土地建物圧縮積
立 金 の 取 崩

－

自己株式の取得 △2

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

61 61 61

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

61 61 657

平成26年３月31日
残 高

479 479 13,814

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券　　　　　　　　　　時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ　　　　　　　　　　　 時価法

③ たな卸資産　　　　　　　　　　　　 主として、総平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産及び投資不動産

（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を含む）は定額法、建物以外

については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物  　3～50年

その他  2～20年

取得価額10万円以上20万円未満の償却資産につい

ては、３年間均等償却によっております。

② 無形固定資産　　　　　　　　　　　 定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

③ リース資産　　　　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する定額法によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
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（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金　　　　　　　　　　　　 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準

により計上しております。

③ 役員賞与引当金　　　　　　　　　　 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に

より計上しております。

④ 返品調整引当金　　　　　　　　　　 販売済商品について期末日後に発生が予想される

返品に備えるため、返品見込額に対し、これの売

上総利益相当額までの引当計上を行っております。

⑤ 退職給付引当金　　　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。過去勤務費用は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

⑥ 役員退職慰労引当金　　　　　　　　 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

（４）外貨建の資産及び負債の

　　　本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

（５）消費税等の処理方法　　　　　　　　税抜方式によっております。

（６）連結納税制度の適用　　　　　　　　連結納税制度を適用しております。
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３．会計方針の変更

　当事業年度より、経営環境の変化と取引実態に即したより適正な経営成績を表示するために、

会計方針を次の通り変更しております。

(仕入割引及び売上割引に関する会計方針の変更)

前期まで商品の仕入代金現金決済時に受け取る仕入代金の割引については、営業外収益の仕

入割引として、商品の販売代金現金決済時に支払う売上代金の割引については営業外費用の売

上割引として処理しておりましたが、当事業年度より、仕入割引は仕入控除項目として売上原

価に含めて処理する方法に、売上割引は売上高控除項目として処理する方法に変更いたしまし

た。

当社は、中間流通という立場で適正な流通価格の形成への貢献を求められており、より一層

の採算管理を顧客別に徹底する為に、平成25年４月からは適切な売上高及び売上原価を捉えて

顧客別採算管理に反映した上で、顧客との取引条件の決定に利用することとなりました。当該

会計方針の変更はこれを契機に、従来仕入割引としていた金額を仕入価額の控除項目として、

売上割引としていた金額を売上高の控除項目として処理することで、経営環境の変化と取引実

態に即したより適正な経営成績を表示する為に行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は当事業年度の期首の

純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、株主資本等変動計算書の利益剰余金の遡

及適用後の期首残高は16百万円増加しております。

(納品手数料に関する会計方針の変更)

前期まで顧客が運営する物流センターを当社が利用する場合の使用料については、販売費及

び一般管理費の納品手数料として処理しておりましたが、当事業年度より、売上高から控除す

る方法に変更いたしました。

広域量販業者が全国に物流センターを有して生産から販売までの物流全体に関与する傾向が

強まる中で、当社の機能は、中間流通という立場で物流全体を最適化する為に多様化・複雑化

し、従来の店舗納品に加えて物流センターへの納品も恒常化していることから経営管理方法の

見直しを実施し、平成25年４月からは適切な販売価額を捉えて、顧客との取引条件の決定に利

用することとなりました。当該会計方針の変更はこれを契機に、従来販売費及び一般管理費の

納品手数料としていた金額を売上控除項目として処理することで、経営環境の変化と取引実態

に即したより適正な経営成績を表示する為に行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用されておりますが、当事業年度の期首の純資産への影響はあ

りません。
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４．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物

土地

1,440百万円

893百万円

投資有価証券 131百万円

合計 2,466百万円

②　担保に係る債務

買掛金 1,052百万円

短期借入金 6,710百万円

合計 7,762百万円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 4,428百万円

（３）保証債務

①　他の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

　㈱カルタス 500百万円

②　他の会社の為替予約に対し、債務保証を行っております。

　㈱シービック 490百万円

（４）関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 1,540百万円

（５）関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 1,036百万円

５．損益計算書に関する注記

 　　関係会社との取引高

　営業取引による取引高

売上高 1,508百万円

売上原価 2,141百万円

販売費及び一般管理費 243百万円

営業取引以外の取引による取引高 93百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,325,928株
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７．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　賞与引当金損金算入限度超過額 84百万円

　未払事業税 18百万円

　返品調整引当金損金算入限度超過額 4百万円

　未払費用 12百万円

　棚卸資産評価損 10百万円

　その他 1百万円

　繰延税金資産（流動）の合計 133百万円

繰延税金資産（固定）

　建物等減価償却超過額 48百万円

　投資有価証券評価損 27百万円

　無形固定資産減価償却超過額 11百万円

　ゴルフ会員権評価損 1百万円

　関係会社事業損失引当金 21百万円

　役員退職慰労引当金 161百万円

　貸倒引当金損金算入限度超過額 15百万円

　資産除去債務 156百万円

　減損損失 489百万円

　評価性引当額 △738百万円

　繰延税金負債(固定)との相殺 △229百万円

　その他 34百万円

　繰延税金資産（固定）の合計 －百万円

繰延税金負債（固定）

　土地建物圧縮積立金 △592百万円

　その他有価証券評価差額金 △248百万円

　資産除去債務に対応する除去費用 △71百万円

　繰延税金資産(固定)との相殺 229百万円

　繰延税金負債（固定）の合計 △684百万円

繰延税金資産(負債)の純額 △551百万円
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（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布

され、平成26年４月１日以降に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことにな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、

平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％

から35.6％になりました。

　　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は9百万

円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、物流受託事業における設備等（車両運搬具、機械及び装置）であります。

・無形固定資産

　ソフトウェアであります。

（２）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

　　　取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額

（百万円）

減価償却累計額
相当額
（百万円）

期末残高相当額

（百万円）

機 械 及 び 装 置 10 10 －

合 計 10 10 －

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 －百万円

合計 －百万円
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③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

　　④　オペレーティング・リース取引

　　　　　未経過リース料（解約不能のもの）

１年内 193百万円

１年超 559百万円

合計 753百万円

⑤　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

⑥　利息相当額の算定方法

　　支払リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。

９．関連当事者との取引に関する注記

（１）子会社

種 類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

㈱シービック
東京都
港 区

80
商 品 の 製
造、加工輸
出入並びに
売買他

（所有）
直接100.0

商品の仕
入・役員
の兼務

債務保証 490 － －

資金の借入
(注)

3,050
短期
借入金

710

借入金の
返済

2,340

利息の支払 6 － －

㈱カルタス
東京都
中央区

40
紙製品・日
用品等の仕
入・販売

（所有）
直接100.0

商品の販
売・仕入
資 金 援
助・役員
の兼務

債務保証 500 － －

資金の借入
(注)

2,000
短期
借入金 －

借入金の
返済

2,000

利息の支払 0 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に
　　　決定しており、返済条件の期間は１年以内としております。なお担保は
　　　提供しておりません。
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（２）役員及び個人株主等

種 類
会社等の名称
又 は 氏 名

所在地
資本金又は
出 資 金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当該
会社の子
会社を含
む）

Ｄ．グラン
ト・コンサル
ティング㈱

東 京 都
世 田 谷
区

13
コンサルテ
ィング業

なし
当社への
経営指導
等

コンサル
ティング
料の支払

8 未払金 0

役員
児島
誠一郎

－ －
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接 1.90

ゴルフ会
員権の売
却

ゴルフ会
員権の売
却

22 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等、価格等は、一般の取引条件と同様に決定してお

ります。
３．当社非常勤監査役　椙山　智がＤ．グラント・コンサルティング㈱の議決権の69.2％

を直接保有しております。
４．ゴルフ会員権の売却価額については、１年間の平均時価を参考に決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,257円80銭

１株当たり当期純利益金額 66円48銭

11．重要な後発事象に関する注記

　　　該当事項はありません。

12．その他の注記

　　　該当事項はありません。

（注）貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びに個別注記表に記載の金額は、表

示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月15日

中央物産株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 向 　 眞 生

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 田 道 春

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、中央物産株式会社の平成２５年４月１
日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、中央物産株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで商品の仕入代金現金決済
時に受け取る仕入代金の割引を営業外収益の仕入割引として、商品の販売代金現金決済時に支払う
販売代金の割引を営業外費用の売上割引として処理していたが、当連結会計年度より仕入割引は仕
入控除項目として売上原価に含めて処理する方法に、売上割引は売上高控除項目として処理する方
法に変更した。
２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで顧客が運営する物流セン
ターへの納品に係る物流センター使用料について、販売費及び一般管理費の納品手数料として処理
していたが、当連結会計年度より売上高から控除する方法に変更した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月15日

中央物産株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 向 　 眞 生

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 田 道 春

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、中央物産株式会社の平成２５年
４月１日から平成２６年３月３１日までの第６６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は前事業年度まで商品の仕入代金現金決済時に
受け取る仕入代金の割引を営業外収益の仕入割引として、商品の販売代金現金決済時に支払う販売
代金の割引を営業外費用の売上割引として処理していたが、当事業年度より仕入割引は仕入控除項
目として売上原価に含めて処理する方法に、売上割引は売上高控除項目として処理する方法に変更
した。
２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は前事業年度まで顧客が運営する物流センター
への納品に係る物流センター使用料について、販売費及び一般管理費の納品手数料として処理して
いたが、当事業年度より売上高から控除する方法に変更した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第66期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役から監査の結果の報告を受け、審議の結果、監査役全員の一

致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従

い、取締役、会計監査人、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役

および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調

査いたしました。

　　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明

を求め、意見を表明いたしました。

　　子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。

　　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の遂行が適正に行われているこ

とを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を｢監査に関する品

質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

　（１）事業報告書の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき不備事項は認められません。

　（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認

めます。

　（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認

めます。

平成26年５月23日

中央物産株式会社　監査役会

常勤監査役 永 井 幸 雄

常勤監査役 宮 腰 守 也

監 査 役 臼 井 義 眞

監 査 役 椙 山 　 智

 (注) 監査役　臼井義眞および椙山智は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める

社外監査役であります。

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者

　　　　　　　　　　　　　　　　　中央物産株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　児島　誠一郎

２．議案及び参考事項

第１号議案　取締役９名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役９名が任期満了となりますので、取締役

９名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

まる

丸
やま

山
げん

源
いち

一
（大正13年10月12日生）

昭和36年１月　当社取締役
昭和36年３月　当社代表取締役副社長
昭和61年６月　当社代表取締役社長
平成11年６月　当社代表取締役会長
平成16年６月　当社取締役会長
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱シービック取締役会長

578,286株

こ

児
 

　
じま

島
 

　
せい

誠
いち

一
ろう

郎
（昭和23年11月５日生）

平成４年６月　当社取締役
平成６年１月　当社常務取締役
平成10年６月　当社代表取締役副社長
平成11年６月　当社代表取締役社長
平成17年４月　当社代表取締役社長　兼　社長執行役

員
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱シービック代表取締役社長、㈱エナス代表取締役社
長

234,623株
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氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

はら

原
 

　
ゆき

幸
お

男
（昭和27年11月３日生）

昭和51年４月　当社入社
平成10年４月　当社チェーンストア第二部長
平成11年４月　当社第一営業本部マーチャンダイジン

グ部長
平成13年６月　当社取締役　マーチャンダイジング部

長
平成16年６月　当社常務取締役　マーチャンダイジン

グ部長
平成17年４月　当社常務取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　マーチャンダイジング本部長
平成18年７月　当社常務取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　マーチャンダイジング本部長、経営戦

略室長
平成18年11月　当社常務取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　マーチャンダイジング本部長、管理本

部長、経営戦略室長
平成19年６月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　マーチャンダイジング本部長、管理本

部長、経営戦略室長
平成20年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　管理本部長、経営戦略室長、ＭＤ統括

部管掌
平成21年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　経営戦略室長、経営戦略室新規事業開

発室長
平成22年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　管理本部長、財務部長、経営戦略室長
平成24年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　管理本部長、経営戦略室長
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱エナス取締役、㈱ＣＢフィールド・イノベーション
取締役、㈱シービック監査役

11,657株

お

尾
だ

田
ひろ

寛
ひと

仁
（昭和23年６月23日生）

平成18年10月　当社入社
　　　　　　　当社執行役員
平成19年４月　当社執行役員　物流本部長
平成19年６月　当社常務取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　物流本部長
平成21年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　管理本部長、管理本部財務部長、物流

本部長
平成22年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　営業本部長
平成24年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　物流本部長
平成25年４月　当社専務取締役　兼　専務執行役員
　　　　　　　物流本部長、Ｍ＆Ｓ統括室長
　　　　　　　現在に至る

17,427株
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氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

さげ

提
さか

坂
なお

直
ひろ

弘
（昭和35年12月３日生）

平成11年10月　当社入社
平成15年９月　当社第一営業本部東京第一支店長
平成17年４月　当社第一営業本部神奈川支店長
平成18年４月　当社第一営業本部広域第二ＣＳ部長
平成19年５月　当社執行役員
　　　　　　　第一営業本部広域第二ＣＳ部長
平成19年10月　当社執行役員
　　　　　　　営業本部広域第二ＣＳ部長
平成21年６月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部広域第二ＣＳ部長
平成21年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　管理本部総務人事部統括部長
平成22年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　管理本部副本部長
平成22年12月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　管理本部副本部長、管理オペレーショ

ン部長
平成23年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、営業本部東日本支

社広域第二部長
平成24年７月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、営業本部広域二部

長、広域五部管掌、ダイレクトマーケ
ティング営業部管掌

平成24年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、営業本部広域第二

統括部長、広域二部長
平成25年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部第二営業本部長、広域二部

長
平成25年６月　当社取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部第二営業本部長、広域二部

長
平成25年10月　当社取締役　兼　常務執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ第一本部長　兼　Ｍ＆Ｓ第一本

部第二営業本部長
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱e－NOVATIVE取締役、㈱ＣＢフィールド・イノベーシ
ョン取締役

15,097株

－ 50 －



氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

なが

永
 

　
た

田
 

　
こう

光
いち

市
ろう

郎
（昭和25年10月１日生）

昭和48年４月　当社入社
平成14年９月　当社第一営業本部　東京第三支店長
平成16年10月　当社営業本部卸営業部長
平成21年４月　当社執行役員
　　　　　　　営業本部卸営業部長
平成24年６月　当社常務執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、特販・卸支社長、

卸営業部長
平成25年４月　当社常務執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部第三営業本部長、業務用品

営業部長
平成25年６月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部第三営業本部長、業務用品

営業部長
平成25年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ第二本部長
　　　　　　　現在に至る

18,176株

まつ

松
しま

島
よし

淑
お

雄
（昭和29年１月29日生）

昭和52年４月　当社入社
平成16年10月　当社第二営業本部百貨店営業本部長
平成17年４月　当社第二営業本部特販営業部長
平成19年10月　当社営業本部特販営業部長
平成20年４月　当社執行役員
　　　　　　　営業本部特販営業部長
平成21年６月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部特販営業部長
平成22年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長
平成22年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、ＭＤ統括部長
平成24年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、営業本部Ｍ＆Ｓ統

括部長、ＭＤ部長
平成25年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部ＭＤ本部長
平成25年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ第一本部ＭＤ本部長
　　　　　　　現在に至る

6,135株

－ 51 －



氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

か

加
とう

藤
まさ

雅
ゆき

之
（昭和32年８月28日生）

平成11年10月　当社入社
平成15年９月　当社第一営業本部広域第三ＣＳ部長
平成18年６月　当社執行役員
　　　　　　　第一営業本部広域第三ＣＳ部長
平成19年４月　当社執行役員
　　　　　　　営業本部東海支社長、静岡支店長
平成19年10月　当社執行役員
　　　　　　　営業本部東海支社長
平成20年10月　当社執行役員
　　　　　　　物流本部物流部長
平成22年４月　当社執行役員
　　　　　　　物流本部長、物流部長
平成22年６月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　物流本部長、物流部長
平成24年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　営業本部副本部長、東日本支社長
平成25年４月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ本部第一営業本部副本部長、Ｍ

＆Ｓ統括室副室長
平成25年10月　当社取締役　兼　執行役員
　　　　　　　Ｍ＆Ｓ第一本部第一営業本部長
　　　　　　　現在に至る

6,154株

－ 52 －



氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

し

清
みず

水
とも

大
お

雄
（昭和31年３月29日生）

昭和55年４月　トヨタ自動車販売㈱入社
昭和63年３月　ケンブリッジ・ヒューイット・インタ

ーナショナル㈱入社
平成３年７月　ケンブリッジ・ヒューイット・インタ

ーナショナル㈱取締役
平成６年10月　Hewitt Associates LLC　アフィリエ

ートパートナー
平成７年７月　ケンブリッジ・ヒューイット・インタ

ーナショナル㈱代表取締役社長
平成８年１月　ヒューイット・アソシエイツ㈱代表取

締役社長
平成８年10月　Hewitt Associates LLC　プリンシパ

ル
平成24年１月　エーオンヒューイットジャパン㈱
　　　　　　　シニアコンサルタント
平成24年５月　㈱価値創造マネジメント研究所代表取

締役社長
平成24年６月　当社社外取締役
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱価値創造マネジメント研究所代表取締役社長
エーオンヒューイットジャパン㈱シニアコンサルタン
ト

0株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．清水大雄氏は、社外取締役候補者であります。
　　　３．清水大雄氏を社外取締役候補者とした理由は、企業の人事・組織コンサルティング会

社において長年の経験があり、企業の人事戦略に関する相当程度の知見を有しておら
れることから、取締役会による業務執行に対する監督機能の強化など、社外取締役の
職務を遂行していただけるものと判断したためであります。

　　　４．当社は、清水大雄氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を法令の
定める額を限度として、責任を限定する契約を締結しておりますが、同氏が原案どお
り再任されますと、当社は同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

　　　５．清水大雄氏の社外取締役としての在任期間は、平成24年６月28日開催の第64期定時株
主総会で選任され就任してから通算して２年であります。

－ 53 －



第２号議案　補欠監査役２名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠

監査役２名の選任をお願いするものであります。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであり、春原和夫氏は社外監査役以外の

監査役の補欠としての候補者、小野寺壽雄氏は社外監査役の補欠としての候

補者であります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

すの

春
はら

原
かず

和
お

夫
（昭和30年２月16日生）

昭和63年２月　当社入社
平成11年６月　当社管理本部経理部長
平成18年６月　当社執行役員　管理本部経理部長
平成20年６月　当社執行役員　内部監査室長
　　　　　　　現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱エナス監査役、㈱カルタス監査役、㈱ｅ－NOVATIVE
監査役

4,691株

お

小
の

野
でら

寺
 

　
とし

壽
 

　
お

雄
（昭和23年６月20日生）

平成11年７月　東京国税局　調査第一部特別国税調査
官

平成14年７月　渋谷税務署　総合特別国税調査官
平成15年７月　福岡国税局　唐津税務署長
平成16年７月　東京国税局　課税第二部資料調査第三

課長
平成17年７月　広島国税局　課税第二部次長
平成18年７月　葛飾税務署長
平成19年７月　新宿税務署長
平成20年８月　税理士登録　小野寺税務会計事務所開

設
　　　　　　　現在に至る

0株

（注）１．各補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小野寺壽雄氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．小野寺壽雄氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、税理士としての専門的見地並

びに税務に関する高い見識を当社の監査に反映していただくためであります。
４．小野寺壽雄氏が社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し

た理由は、直接企業経営に関与された経験はないものの、税理士としての専門的な知
識及び国税調査官、税務署長などの実務経験を有することなど総合的に勘案したため
であります。

５．小野寺壽雄氏が社外監査役に就任された場合、当社は小野寺壽雄氏との間で会社法第
427条第１項の規定による責任限定契約を法令の定める額を限度として、責任を限定す
る契約を締結する予定であります。

－ 54 －



第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　平成25年９月30日をもって辞任されました小澤茂氏に対し、在任中の功

労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い、相当額範囲内で退職慰労

金を贈呈することといたしたく存じます。なお、その具体的な金額、贈呈の

時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏　名 略　　歴

小　澤　　茂

平成11年６月　当社取締役
平成17年４月　当社常務取締役
平成24年４月　当社専務取締役
平成25年９月　辞任

以　上

－ 55 －



定時株主総会会場ご案内図

東京都港区南青山四丁目17番58号

ホテル　フロラシオン青山　２階　「芙蓉の間」

電話　03-3403-1541

みずほ銀行 交番

至原宿

avex みずほ
信託銀行

至渋谷 表参道交差点 246号線（青山通り） 青山３丁目交差点

ベル
コモンズ

外苑前
郵便局

至赤坂見附
LOUNGE三井住友

銀行

　地下鉄
表参道駅
A4　出口

Samantha
Thavasa

大松稲荷神社

D&GPRADA

Cartier

ヨックモック

根津美術館

関谷
クリニック
南青山 ホテル

フロラシオン
青山

青山霊園

至西麻布

スキーショップ
JIRO

最初の信号

●地下鉄をご利用の場合
　地下鉄表参道駅下車（Ａ４出口より徒歩約６分）
　Ａ４出口を地上に上がり、左方向へ直進、
　２つ目の信号を左折し、さらに約200ｍ直進していただくと、右手にございます。

　※駐車台数に限りがございますので、なるべく公共交通機関をご利用下さい。


